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要旨要旨要旨要旨 

 
 
本報告は、1999年に刊行された報告書「純社会支出」（ヴィレム・アデマ著）の第２

版である。ここには、公的および私的な、純（租税控除後）社会支出の指標が収められ

ている。これらの指標は既存の粗社会支出の時系列計数を様々な租税制度からの影響を

考慮のうえ多国間で比較するために、補完資料として開発された。租税制度は次の３つ

の方法で社会支出に影響を与えている。 
 
● 政府は現金給付に対して、直接税や社会保障拠出を課する。 
● 政府は受給者が財やサービスを購入する時に、その価格に対して間接税を課する。 
● 政府は私的社会給付を奨励するために現金給付と同じ役割を果たす課税優遇措置お

よびや課税軽減措置を与える。 
 
本報告では、前報告で開発された手法を解説しながら、18カ国にまで拡張された1997
年のデータを扱っている。18 カ国とはオーストラリア、オーストリア、ベルギー、カ
ナダ、チェコ、デンマーク、フィンランド、ドイツ、アイルランド、イタリア、日本、

韓国、オランダ、ニュージーランド、ノルウェー、スウェーデン、イギリス、アメリカ

である。 
 
本報告で開発した指標は、各国政府が真に社会的な支出をどれくらい行っているか、す

なわち純公的社会支出の額、そして、国内経済生産のどれくらいの部分を社会支出の受給

者が受けとっているのか、すなわち純社会支出の総額、を知るためのものである。 
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純社会支出純社会支出純社会支出純社会支出    第２版第２版第２版第２版1 

 
 
1. はじめにはじめにはじめにはじめに 
 
1. 大半の社会支出分析は粗公的社会支出だけを範疇においてきた（OECD, 2000）。
たしかにそのような分析も租税控除前の社会支出を時系列で観察する目的には有用で

あったかもしれない。しかし、社会目的でどのように資金が配分されてきたかを知る情

報だけでは社会的な支出を多様な側面から考えるには十分でない。例えばほとんどの政

府が租税制度を通じて給付の還流を行っている。このことは、政府の社会的な取り組み

のネットでみた水準や個人間の再分配という社会制度の効果は、グロスでみた（租税控

除前の）公的社会支出だけを見ていたのでは認識できないということを示唆している。

さらに、社会的取り組みとは、かならずしも公的な分野に限定されるものではない。事

実、いくつかの OECD 諸国においては、公的社会保護支出に類似したような補完的役
割を果たす様々な私的制度が重要であり、そしてその額は拡大している。その上、私的

制度は公的制度と比較して人々の行動を変えることもあるが、私的制度が公的制度と同

様の効果を持ちうることもある。例えば、仮にある特定状況にたいする公的保障を無く

したとするなら、個人は課税によって労働コストが影響をうけるのと同じように、その

状況に十分な対応をするために、より高い賃金をもとめることになるだろう。 

2. このような課題を（OECD, 2001 近刊）解決するために、開発した指標は、い
ずれの政府が真に社会的な支出を行っているか、すなわち純公的純社会支出がどれくら

いの額であるか、そして、国内経済生産のどれくらいの部分を純社会支出の受給者が受

給しているのか、すなわち純社会支出の総額、を知るためのものである。このために、

私的社会支出の把握に加えて、社会政策において租税制度がどのような影響を与えてい

るかについても把握する必要がある。もちろんこれらの方法は情報の制約に依存するた

め、現時点では OECD加盟国すべてを分析することはできない。 

3. はじめに、グロスでみた（すなわち租税控除以前の）公的および私的な社会給

付の規模を概観する。つづいて、第３章で方法論的枠組みが、1997 年における租税制
度の社会保護にたいする影響を捕捉するために拡張される。第４章で、現在統計データ

が入手可能な 18カ国について国際比較する。その 18カ国とは、オーストラリア、オー

                                                   
1 租税および給付に関する情報をご提供いただいた各国の専門家の協力なしに、この報告書
は完成することができなかった。 
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ストリア、ベルギー、カナダ、チェコ、デンマーク、フィンランド、ドイツ、アイルラ

ンド、イタリー、日本、韓国、オランダ、ニュージーランド、ノルウェー、スウェーデ

ン、イギリス、アメリカである。 

 
 
2. 公的・私的社会給付の概観公的・私的社会給付の概観公的・私的社会給付の概観公的・私的社会給付の概観 
 
2.1 社会給付（社会給付（社会給付（社会給付（Social Benefits）の範囲）の範囲）の範囲）の範囲 
 
4. OECDの社会支出の定義（OECD2000）:  

公的および私的給付で、財政的な拠出の目標を、厚生の低下をもたらす何らかの状況に

ある個人または世帯の状況を向上させるためとしている制度。給付や拠出には、特定の

財・サービスにたいする直接支払も個人契約・個人移転も含まれない2ものとする。社会

給付は現金給付または財やサービスの直接（現物）給付である。社会給付は制度枠組み

の中で支給される給付のみを範囲とするため、世帯間やインフォーマルな関係の中で交

換される移転は、社会的性質を有するとはいえ、この限りではない。 

5. 社会的援助とは、厚生の低下をもたらす何らかの状況にある個人または世帯を

対象とする、公的・私的制度による給付や金銭的援助である。なにが社会的でなにが社

会的でないかの判断は、その給付の目的とその制度が個人間の再分配をどの程度行って

いるかによる。OECDの社会支出データベースはそのような給付を次のように機能別分
類で分けている。それらは、老齢現金給付、障害現金給付、業務傷病給付、疾病給付、

老齢・障害現物給付、遺族給付、家族現金給付、家族現物給付、積極的労働市場政策

（ALMPs）、失業給付、住宅給付、公的保健医療給付、その他低所得者等を対象にし
た給付、である。 

6. 社会給付には現金給付や社会サービス（医療給付を含む）および社会目的のた

めの税制優遇措置、例えば子供のいる世帯に対する租税支出がある（第 3章参照）。韓
国を例外として他の諸国では現金給付が社会支出の大半を占める（後述）。現金給付は

購買力を再分配していることになるが、そうした現金給付は人々の就労インセンティブ

や貯蓄インセンティブをゆがませるので、部分的にしか経済資源を消費しない。現金給

付とは対照的に、現物給付は経済資源の消費に直結している。 

                                                   
2 社会給付は労働の対価たる報酬（賃金や俸給）を含まない、というのは市場活動すなわち
サービスの価格に応じた受給と同時に支払われる対価ではないから。交通費・有給休暇・
等、雇用主の費用はこの意味において報酬の一部と考える。 
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7. 社会的援助にかんする資金の流れは、社会的な領域を区分するのに重要である。

３種類の資金の流れは「グロスでみた」社会支出の制度と関係している。（表１） 

z 個人または世帯を対象とした「社会給付」 
z および世帯への給付の財源となる、雇用主（この中には公務員の雇用主としての

政府も含まれる）、被用者や個人による「社会拠出」 
z 世帯への給付の財源となる政府の租税調達 

 
8. 『OECD財政統計』（OECD, 2000a）に計上されている、世帯や雇用主による
税や社会保障拠出をここではすべて網羅していない。ここで関係しているのは「社会的

目的」を有している社会給付と租税措置だけである（表１の網掛け部分）。 

表１表１表１表１    社会援助にかんする資金の流れ 
    

収入 支出 
粗（グロス）指標 
租税および社会拠出（社会保障拠出および非政府組織や私的基

金などへの拠出） 

 
課税前の社会給付 
 

純（ネット）指標 
税および社会拠出から直接・間接税で受給者が負担した額を差

し引いたもの 

 
直接税・間接税課税後の社

会給付 
社会目的を有する租税優

遇措置 
 

網掛けの部分はこの報告書において世帯が受給している社会援助として計上されている部分を表す。その他の項目は、

社会保障拠出や私的制度に対する拠出、公的現金移転および現物移転の一般財源がある。税財源は当報告書では、受

給者が支払う税金および社会保障拠出にかかわらない限りにおいて、計上されていない。 

 
2.1.1 公的社会給付 

 
9. 公的、私的の区別は、関連する資金の流れを誰が管理しているかによって決ま

ってくる（SNA、1993）。社会支出統計（SOCX）においては、一般政府（すなわち
中央政府、州政府、地方政府であり、社会保障基金もここに含まれる）3が関連する

                                                   
3 社会保障基金とは行政機構によって課せられ管理されている社会保険制度である。社会保
険制度は、コミュニティー全体あるいはコミュニティーの大部分をカバーしている。
（SNA1993、第 8.63条および 8.64条） 
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資金の流れを管理している場合に「公的」と位置づける。この意味において、「私的」

は「社会的」と対ではなく、「公的」と対になっている。雇用主と被雇用者が社会保

険基金へ強制的に拠出させられる財源で賄われている疾病給付は慣習として「公的」

とみなされている。一方、雇用主から直接的に被雇用者に支払われる疾病給付は「私

的」である。同様に、私的基金にたいする過去の拠出から生じた年金給付は「私的」

である。政府によって公務員に支給される社会給付は「公的」である4とみなされる。

一般政府が支給していない全社会給付が「私的」という範疇に入る（図 1は「私的」、
「公的」の社会給付の範囲を概観している）。 

10. 公的社会給付は、現金給付、社会サービス（医療を含む）、児童のいる世帯に

対する税支出などの税制優遇措置などを含む（第 3章参照）。韓国を除いて、OECD
諸国いずれの国においてもグロスでみた（課税前の）公的社会支出が最も大きなシェ

アを占めている（1997年では平均 63％）。1997年において、OECD諸国平均で現金
給付総額の 58％が、老齢年金給付および遺族給付に関するものとなっている（OECD, 
2000）。公的年金支出は、就労世代の所得補助の総額を OECD の多くの国々におい
て上回っている。しかし、オーストラリア、アイルランド、オランダ、ニュージーラ

ンド、北欧諸国では違っている。OECD諸国で、社会サービス給付の約 75%を医療給
付が占めている。しかし、この割合は北欧諸国ではことのほか低く（54%）なってい
る。というのも、北欧諸国では家族、高齢者、障害者を対象とする社会サービス給付

の規模が大きくなっているからである。 

2.1.2 私的社会給付 

 
11. しかしながら、世帯に対する社会的援助は公的給付に限られているわけではな

く、少なくともいくつかの国においては私的制度からの給付が多くなってきている。 

社会的な私的制度とみなされるには、それらが（対する公的制度と同じく）社会的な

目的に奉仕し、かつ個人間の所得再分配要素を持っていなければならない。したがっ

て、私的社会給付には、引退期あるいは遺族のため（前項参照のこと）に所得を支給

                                                   
4 社会支出データベース（SOCX）は、（元）公務員に対する給付を、公的債務から成るの
で、すべて含んでいる。しかしながら、年金制度によって支払われた給付のデータが、元
公務員への支払いなのか、民間企業に元勤めていた被雇用者への支払いなのか区別してい
ない場合もある。その場合には、それぞれの比率で按分しなければならない。ノルウェー
では元公務員に対する給付は元民間企業職員への給付よりも、付加的な職域年金部分が入
っている分、額が大きいが、それも「公的」給付に分類され、社会支出に含まれる。この
ノルウェーの扱いとは対照的に、スウェーデンにおいては、「公的」給付が最も重要である
と思われるが、「労使間の団体協約による年金」制度による支出は「私的」給付と分類され
ている。その他すべての国では元公務員に対する年金は分離計上されており、すべて「公
的」給付と位置づけられる。 
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する企業年金が含まれる一方で、他の契約で保証された貯蓄－たとえば生命保険－な

どは「社会的」とはみなされない。私的社会給付の範疇は、公的社会給付にくらべて

明確ではない。私的制度における個人間の再分配要素が見分けにくいからである。附

録１に、私的社会給付の範囲と分類についての詳細な議論がある。 

12. 私的制度における再分配は、多くの場合、政府による規制や財政的介入によっ

て導入されている。義務化されている私的社会給付（義務化されている私的社会給付（義務化されている私的社会給付（義務化されている私的社会給付（mandatory private social 
benefits））））では、雇用主や個人は、個々人のリスク分布構造や市場価格とは関係なく、
その制度を採用することが強制されている。協約あるいは個人ベースで私的なものと

してその制度を採用することを、公的な財政上の介入が奨励しているということは、

その制度を採用するかどうかの意思決定が、個々人のリスク分布構造や市場価格に

100％基づいて行われているのではないということである（労使の団体協約により採
用された社会給付あるいは協約ベースで雇用主によって契約された社会給付につい

ても同じことが言える）。そう考えると、任意の私的社会給付（任意の私的社会給付（任意の私的社会給付（任意の私的社会給付（voluntary private social 
benefits））））と法的に奨励された私的制度との間にはかなり共通する部分がある。 

13. 一般的に個人契約（保険）は、個々人のリスク分布構造に基づき、市場価格で

取得されるので、社会的という範疇にはいれない（附録１）。しかしながら財政的手

段や法規制などの公的介入もまた、近接した私的制度に個人間の再分配要素を導入す

る。それゆえ、アメリカの個人退職勘定や私的年金への強制的拠出から支給される年

金（例えば、オーストラリア、スイス、イギリス）も社会的なものとみなされている。 

14. 公的制度がどのように働くかによって、私的社会給付の重要性はきまってくる。

時には私的な制度は公的制度の代わりとなる。いくつかの国では効率性と財政的制約

についての配慮が、被雇用者のリスクをカバーすることにおける雇用主の役割につい

て強調し、政府に社会的制度に私的部門をかかわらせる可能性を考えさせることにな

った。同時に、給付レベルを低くして公的制度へのアクセスを制限することで、労働

者団体は、雇用に基づく社会的保護を労使の団体協約において増大させることを交渉

するようになり、また、あるリスク分布構造を所与とする個人にたいしては公的制度

の枠組みの外で、より包括的な保護を探すよう強制することになる。私的社会給付は

公的制度にたいして補完的にもなりうる。そして、私的年金給付の発達によって証明

されているように、自分達の保護に対する選好を追求する中で、さらなる繁栄が個人

に対してより多くの選択肢を与えるにつれて、そのような給付の重要性は公的制度に

おける政策変更と無関係に増すのである。つまり、私的社会給付は、公的給付の上乗

せをすることもあれば、公的給付に取って代わることもある。 

図１図１図１図１ 社会的給付の範囲 
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2.1.3 課税前の公的および私的社会給付の規模 

 
15. ほとんどの社会的援助は公的に提供されている。オランダとイギリスを除くほ

とんどの欧州諸国では総支出に占める公的社会給付公的社会給付公的社会給付公的社会給付の割合は 90%を超えている。一方、
アメリカでは、総社会給付のうち三分の一以上が私的社会給付から成り、韓国では総

社会給付の約半分が私的社会給付から成る（表 2）。公的な社会的援助は、多くの場
合、年金、障害に関する現金給付、失業給付や医療への公的支出の形態をとる。社会

サービス（医療を含む）への公的支出は、韓国を除いて、現金給付への支出規模より

小さくなっている。GDP 比で四分の一以上の粗社会支出を記録している、オースト
リア、ベルギー、デンマーク、フィンランド、ドイツ、イタリア、ノルウェー、スウ

ェーデンなどが、最も総合的な「福祉国家」であることを示唆しているように見える。

しかし、以下で明らかになるように、そのような結論を粗支出だけから出してしまう

のは早急である。 

16. 義務化されている私的社会給付義務化されている私的社会給付義務化されている私的社会給付義務化されている私的社会給付は、障害に関する給付（すなわち、疾病や労働

災害補償として支給される障害給付など）にしばしば関係がある。このような雇用主

が給付する疾病給付はオーストラリア、オーストリア、ベルギー、デンマーク、ドイ

ツ、オランダ、ノルウェー、韓国、スウェーデン、イギリスおよびアメリカにある。

義務化された私的社会給付は、雇用主単位あるいは個人単位の義務化されている年金

拠出からも生じる。こうした年金はオーストラリア、ベルギー、フィンランド、日本、

イギリスにおいて重要であり、雇用に基づく退職手当制度はイタリアと韓国で重要で

ある。5 

17. 任意の私的社会的給付任意の私的社会的給付任意の私的社会的給付任意の私的社会的給付6は、公的な給付が相対的に小さい規模である国々（例

えばカナダ、韓国、アメリカ）においてより重要になっている。年金給付がおもな任

意の私的社会給付となっており、GDP の１から４％を占めている。規模の小さいと
ころから順に挙げるとアイルランド、イタリア、スウェーデン（表 2の脚注参照）、

                                                   
5 個々の私的社会給付制度内の、義務化されている部分と任意である部分を区別することは
いつも可能ではない。たとえば、オーストラリアの「老齢年金（Superannuation）」給付
は、義務的な拠出と任意の拠出の両方から成り立っているが、それらを区別することはで
きない（附録１）。現時点の老齢年金給付は過去の任意拠出からその大部分が成り立ってい
るので、任意の私的社会給付として分類している。韓国における退職手当は法的な協定に
基づいているが、労使の団体協約によって上乗せされる場合がしばしばある。任意の部分
の重要性に関する情報がえられないので、すべての給付を義務的なものと分類している。 
6 その他の私的社会給付の例としては、補足的失業給付（アメリカ）、子育て給付、出産給
付や育児休暇手当などが挙げられる。しかしながら、雇用主がどのくらい家族関連の給付
を行っているかの包括的な各国の情報は得られない。 
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イギリス、オーストラリア、オランダ、アメリカ、カナダとなる（表 2）7。これらの

国はすべて職域の年金給付で知られているが、同時に税制優遇がある個人単位の私的

年金がオーストラリア、ベルギー、カナダ8、イギリス、そしてアメリカ9にある。し

かし、オーストラリア、アイルランド、イタリア、韓国、イギリスなどのいくつかの

国では、多額の一時金も含まれている。とはいえ、現在の年金給付のデータは私的年

金制度の重要な部分を十分に反映しているとはいえない。たいていの場合、現在の拠

出（あるいは年金基金がもっている資産）は現在の給付規模に比べてはるかに大きく

なっている。したがって、これらの私的年金給付の重要性は年金制度の成熟に応じて

大きくなっていくものと期待されている。 

18. OECD諸国の中で私的社会医療給付はアメリカで最も発達している（GDP比で
4.2％）10。他の社会的給付と同じように、個人間の再分配要素をもつ私的医療制度か

らの私的医療給付が、私的な社会的医療給付である11。アメリカの私的医療制度にお

ける再分配は、大部分、雇用主が提供する医療制度の枠組内で、健康な人から病人へ

費用を移転することによって、事実上行われている。そのような医療保険に対する税

制優遇規模は、GDP の１％にものぼる。この税制優遇が、雇用主がそのような医療
給付を提供する重要なインセンティブとしてはたらいているのだが、結果として、そ

うした租税負担の軽減額は最も高い稼得者で最大になっている。 

                                                   
7 オーストリア、ベルギー、デンマーク、アイルランド、オランダ、イギリスの年金給付は
労働協約や職域年金などの雇用主によって提供される年金である。日本においては、税制
適格年金がここでは計上されている。デンマークにおける私的年金給付は補足的所得比例
給付（ATP）として規模が限られていて、部分的には別個の公的年金として位置づけられ
る。 
8 カナダの個人年金給付はおもに以下のような雇用主による制度である。登録年金制度
（RPPs: Registered Pension Plans）、労使利潤分配繰延制度(DPSPs: Deferred Profit 
Sharing Plans)、集団登録退職貯蓄制度（GRRSPs: Group-registered Retirement Saving 
Plans）などである。データは、税制優遇措置のある個人単位の登録退職貯蓄制度(RRSP: 
Registered Retirement Saving Plans)からの給付も含んでいる。登録年金制度（RPPs）と
登録退職貯蓄制度(RRSP)は同じ税制上の扱いを受ける。 
9 アメリカの私的年金給付は、雇用主が提供する確定給付型や確定拠出型（例えば 401Kの
ような種類）と、税制優遇措置のある個人単位の制度である個人退職勘定（Individual 
Retirement Accounts）やキオ・プラン（Keogh－plan）を含んでいる。 
10 これらの相対的に高い医療費は様々な要因によっている。アメリカにおいては、相対的
に高い要素費用（高賃金と近代的で高価な技術をつかうこと）、相対的に広範な財とサービ
スのパッケージの提供、相対的に高い運営費用が要因として挙げられる（Schieberら 1994
年、McKinsey 1996年）。 
11 公的医療費のデータは OECD（2000ｂ）のものである。私的な社会的医療費の指標は、
再分配の要素をもつ私的医療制度からの給付から推計されている。医療費の自己負担につ
いての入手可能なデータは、（病院窓口での）患者の自己負担とその他の医療費負担の区別
がつかないという理由で、含まれていない。医療費の自己負担を入れないがゆえに、私的
な医療費の真に社会的な部分について過少推計になっていることはいなめない。 
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19. これらの給付のほかに、私的社会援助は非営利の非政府組織（NGO）によって
ももたらされている。これらの NGOはたいていの場合、多くの政府の補助金や税金
の優遇措置と同じく、家計や雇用主からの寄付金によって支えられている。NGO か
らの給付についての総合的データで、OECDの社会支出データと比較可能な詳細な情
報をもっているものはほとんどないが、少数の国（ベルギー、韓国とスウェーデン）

については入手可能である。議論の余地はあるが、1997－98 年の経済危機の韓国に
あって、NGOによる低所得世帯への給付は最も重要であり、1995年に GDP比 0.3％
だったものが 1998年には 1.6％まで増加した（OECD, 2000c）。 

20. データの入手可能な 18 カ国の比較では、サ―ビスへの粗公的社会支出は粗公
的移転全体の 65％ほどになっているが、私的給付を考慮するとこの割合は 60％にな
る。どの社会支出が経済的資源をどれほど消費しているかは租税制度を考慮した場合、

大きく変化する（次を参照）。 

表表表表 2222 粗社会支出総額がＧＤＰに占める割合，１９９７年 (対 GDP比) 
 
3. 租税制度と社会給付租税制度と社会給付租税制度と社会給付租税制度と社会給付 
 
21. 租税制度の影響を考慮していないので、現金の移転や社会サービスの既存情報

は、真の「社会的努力（Social effort）」を大きく示し損ねている。そこで、次の項目
を考慮する必要がある（括弧で囲んだアルファベットは図 2 において利用されてい
る）。 

● 給付にかかる直接税給付にかかる直接税給付にかかる直接税給付にかかる直接税：政府は現金給付を受給した人の収入から、所得税や社会保

障拠出を徴収する（DT1）。それゆえに、社会的再分配は、グロスでみた支出指標
で示されるものより小さくなる。各国間における課税水準の違いは、グロスでみ

た給付水準、したがって支出の合計額に反映されてくる。 
● 給付の受給者による消費にかかる間接税給付の受給者による消費にかかる間接税給付の受給者による消費にかかる間接税給付の受給者による消費にかかる間接税：給付の受け取り手は、たいてい財やサー

ビスを、給付された収入で購入する。それゆえ、こうした消費にかかる間接税は、

国庫に戻っていく（IT）。直接税と同様に、各国間における間接税の多様性は、家
計が受けとる社会援助に影響を与える。 

● 社会目的のための税制優遇措置社会目的のための税制優遇措置社会目的のための税制優遇措置社会目的のための税制優遇措置：政府は租税制度をつうじても社会政策の目的を、

直接実行する。社会的影響力をもつ財政政策で、ときに現金給付の代替となる（例

えば扶養児童所得控除）ものや、私的給付を奨励するようにはたらく制度（例え

ば民間の育児施設にたいする税制優遇措置）などがある。家計に税制優遇措置が

与えられる場合（TBSP1）、雇用主に与えられる場合（TBSP2）、そして私的基金
にたいしてあたえられる場合（TBSP3）がある。 
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22. このように、租税制度はかなりの規模で真の公的社会努力を反映している支出

予算に影響をあたえる。ほとんどの場合、直接税と間接税による政府への還流金の方

が社会目的のための税優遇措置によって出て行く分より大きい。それゆえ、純公的社

会支出はグロスでみた値が示すより小さくなる。そのうえ、直接税やサービスや財に

対する間接税によって、家計の可処分給付は、グロスでみた値よりもかなり小さくな

る（表２）。公的および私的社会給付にかかる課税を考慮にいれると、これらの給付

を受ける権利がある受給者にたいする国内の経済生産に占める割合の識別、すなわち

純総社会支出の識別は容易になる。 

23. 租税制度に関する補正は、給付のネットでみた価値にかかわる「第一段階の影

響」を示す。それゆえ、サービスを提供する人々（例えば病院や育児センターの従業

員）の所得にたいする直接税はふくまない。最後に、給付に対する直接税や間接税の

ための補正は、サービスの消費（医療サービスを含む）を考慮しない。社会サービス

の価値は計算において不変とした12。 
 
3.1 移転に対する直接税および社会保障拠出移転に対する直接税および社会保障拠出移転に対する直接税および社会保障拠出移転に対する直接税および社会保障拠出 
 
24. OECDのいくつかの国では、ほぼ全ての給付が課税された後に支払われている。
また、いくつかの他の国では、稼動所得とおなじように税制上取り扱われている

（OECD, 2000c）。政府が現金移転に対して直接税や社会保障拠出を課している国で
は、グロスでみた支出指標で示されるよりも、公的な社会努力や資源の再分配の程度

は低いことになる。（もっともこの度合いは国によって多様である）。例えば、オー

ストリアで、標準 4人世帯（片働き、こども二人）で、失業前に製造業の平均所得が
あった家族に対する失業給付は、1997年において 15991ドルであった。この世帯は、
非課税である。対照的に、オランダにおいて、同じ状況にある人への失業給付は 24717
ドルであったが、所得税と社会保障拠出として 6295 ドルを負担しなければならない
ので、ネットでみた給付では 18423ドルとなる（OECD, 1999）。このようにみると、
オランダの失業給付はオーストリアの失業給付より大きいが、グロスでみた場合と比

較すると、ネットでみた場合の相違は小さくなる。社会支出総額を考えると、重い税

で所得移転を行っている国では、財務省の財源として、いったん移転された所得のき

わめて大きな部分が還流するようになっていることを意味している。つまり、オラン

ダにおける失業給付は、グロスでみた指標より四分の 1ほど小さい。おなじく、義務

                                                   
12 いくつかのサービス、例えば薬剤は間接税の対象となりうる。しかし、社会的サービス
のどの部分が間接税の対象となっているか、またその税率に関する総合的なデータは存在
しない。 
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化されている私的社会（現金）給付や任意の私的社会（現金）給付（多くの場合、疾

病給付や私的年金給付）は、直接税と社会保障拠出負担の対象となる。このように、

純支出は粗支出が示すよりも小さくなる。 

25. 現金給付に対する直接税のための補正は、各国から提供された「項目別平均税

率（AITR: average itemised tax rates）」の推計をもとに計算されされた。つまり、平
均税（社会保障拠出を含む）とは、特定の支出項目に対する課税（例えば公的年金給

付に対する平均的な税）をあらわす。項目別平均税率は様々な各国の資料をもとに推

計された。例えば、徴税記録にもとづく行政データ、個票データや「マイクロシュミ

レーションモデル13」によるデータなどである。徴税記録はいくつかの国（オースト

リア、ベルギー、ドイツ、アイルランド、イギリス、アメリカ）においていくつかの

項目に該当する情報を提供してくれた。ほかに、それぞれの世帯収入とその収入に対

する課税情報がはいっている個票データやマイクロシュミレーションモデルを、項目

別税率を計算するのに利用した（オーストラリア、カナダ、チェコ共和国、デンマー

ク、イタリア、日本、フィンランド、韓国、オランダ、ニュージーランド、ノルウェ

ー、スウェーデン）。次に、項目別平均税率（AITR）は OECD 社会支出データベー
スの粗支出項目に適用された。 

26. 社会給付の受給者が負担する直接税と社会保障拠出のレベルは各国間で大き

な違いがある。表３が示すように、デンマークとオランダでは、給付への課税により

粗公的社会（現金）給付のほぼ 25%が国庫に還流する。この国庫に還流する比率は、
スウェーデン（22.1%）フィンランド（19.5％）ノルウェー（17％）においても大き
い。粗公的現金支出に対する国庫還流率は、10%から 15％がオーストリア、カナダ、
イタリア、ニュージーランド、5％未満がオーストラリア、アイルランド、日本、イ
ギリス、アメリカ、無視できるほど小さいのがチェコや韓国である。 

27. さらに、それぞれの給付への課税方法はひじょうに多様である。資力調査付給

付は、たいてい非課税である一方、公的社会給付のなかで、元公務員に対する年金給

                                                   
13 マイクロシュミレーションモデルに使われるデータには世帯の収入と課税に関する詳し
い情報を含んでいる。租税制度は年間収入に基づくので、年間所得がまず必要である。時
に収入のすべてが移転所得の場合があるが、その場合にはこの収入に対する平均税率をも
って、純移転所得の計算ができる。給付所得に対する直接税の計算は、さまざまな種類の
所得がかかわっている場合、例えば失業給付が就労所得と混在していた場合には複雑にな
る。このような場合、さまざまな所得別に負担した税金を関連づけなければならない。こ
こで暗黙の前提となっているのは、各所得の割合で、徴収額が分割されるということであ
る。つまり、年間収入の 80%が給付収入によるもの、そしてのこり 20%が稼動所得による
ものとすると、徴税総額の 8割はその給付収入のために支払われたものと仮定される。い
くつかの課税では、所得要素と徴税が直接関係している（例えば所得控除可能な就労にか
かわる消費）。この場合、その控除額を直接関わる所得にのみ配分することが望ましい。 
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付にはすべての国で最も重い課税がされていた。（元）公務員に対する支出を除けば、

公的年金や障害（現金）給付に課せられた税や社会保障拠出負担の規模は、関連する

支出総額のわずか 3％未満という国が、オーストラリア、チェコ、ドイツ14、アイル

ランド、日本、韓国、イギリス、そしてアメリカである。これらの国では失業給付に

対する課税も同じように小さい。 

28. 家族手当や家族支援給付は一般的に課税対象にも社会保障拠出の対象にもな

っていない。オーストラリア、ドイツ、ノルウェーの三カ国だけ、家族（現金）給付

になんらかの税金をかけている。オーストラリアとノルウェーでは、別建てになって

いる、ひとり親給付にわずかだが課税している。一方で、ドイツにおいては、家族（現

金）給付への課税は公務員への家族関連補足賃金を対象としている。 

29. 一般的に、疾病給付（病気で仕事を休業したばあいの現金移転）は稼動所得と

して課税される（OECD, 2000d）15。それゆえ、粗支出にたいする徴税割合は、オー

ストラリア、アイルランド、イタリア、韓国、ニュージーランド、イギリスにおいて

は、その他の国における疾病給付への課税と比較して小さい16。 

30. 全ての国において、私的年金への課税が他の粗給付への税率より高くなってい

るが、とくにカナダとノルウェーでは私的年金への課税が最も重くなっている（年金

拠出にたいする租税優遇措置や年金基金の資産収入にたいする税制優遇措置の部分

については表 3.3を参照のこと）。ほとんどの国において、年金収入は、就労世代に
適用されるものと比較して有利な税制（たとえば老齢控除）の対象となっている。私

的年金への粗給付支出に対する徴税割合は、カナダ、デンマーク、フィンランド、オ

ランダ、スウェーデンでは 20％から 37%の間、オーストリア、ドイツ、イタリアで
は 12％から 20%の間、アイルランド、イギリス、アメリカでは 7％から 12％の間、
そしてオーストラリア、日本、韓国では 5％未満である。 

                                                   
14表 3のドイツの公的給付に対する直接税の額は、その多くを公的給付のための社会保障拠
出や公務員への年金にたいする課税でしめられている。ドイツにおける給付所得にたいす
る直接税のデータは、その規模についての信頼できる推計が無かったため、含まれていな
い。 
15 稼得収入にたいする税のくさび（tax wedge）の計算は、私的基金にたいする、労使の団
体協約に基づく拠出や義務化されている拠出を考慮していない（OECD, 2000d）。例えば、
2000年オーストラリアにおける老齢年金に対する義務化されている拠出は、支払給与総額
の 9％に相当する(ISSA, 2000)。 
16社会保険基金が支払う障害関連給付の課税がほとんどゼロであるアイルランドとイギリ
スでは、疾病給付への総支出にたいする課税割合は高い。これは、公務員や民間部門の被
雇用者への、相対的に重く課税された疾病給付は、疾病給付への支出の全体を占めている
からである。 



 

17

 
    

DEELSA/ELSA/WD(2001)5 

 
 

 
表
３ 
19

97
年
の
直
接
税
と
粗
給
付
支
出
の
割
合

 
1,2

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
直
接
税
／
粗
給
付
支
出

 
  

ｵー
ｽﾄ
ﾗﾘ
ｱ 

ｵー
ｽﾄ
ﾘｱ

 
ﾍ゙
ﾙｷ゙

 ー
ｶﾅ
ﾀ゙

ﾁｪ
ｺ 

ﾃ゙
ﾝﾏー

ｸ 
ﾌｨ
ﾝﾗ
ﾝﾄ゙

ﾄ゙ｲ
ﾂ 

ｱｲ
ﾙﾗ
ﾝﾄ゙

ｲﾀ
ﾘｱ

 
日
本

 
韓
国

 
ｵﾗ
ﾝﾀ゙

 
ﾆｭー

ｼ゙
ﾗーﾝ
ﾄ゙

ﾉﾙ
ｳｪー

 
ｽｳ
ｪー
ﾃ゙
ﾝ

ｲｷ゙
ﾘｽ

 
ｱﾒ
ﾘｶ

 

 
粗
公
的
社
会
支
出

 
 

1.7
 

8.0
 

6.0
 

8.1
 

0.0
 

14
.1
 

13
.1 

4.6
 

1.6
 

9.7
 

1.4
 

0.0
 

16
.3 

9.0
 

8.7
 

12
.4 

1.9
 

2.2
 

 
粗
公
的
移
転
支
出

 
 

2.9
 

12
.4 

9.0
 

12
.9 

0.0
 

23
.9 

19
.5 

7.6
 

2.5
 

12
.8 

2.4
 

0.0
 

23
.0 

13
.1 

17
.0 

22
.1 

2.8
 

4.0
 

 
恩
給

 
 

10
.7 

 ..
 

 ..
 

29
.8 

 ..
 

36
.8
 

 ..
 

15
.4
 

10
.1 

 ..
 

 ..
 

0.0
 

26
.9 

 ..
 

 ..
 

 ..
 

14
.7 

8.0
 

 
公
的
年
金

 
3 

1.8
 

15
.4 

 ..
 

15
.4 

0.0
 

25
.8
 

22
.3 

 ..
 

0.9
 

13
.3 

 ..
 

0.0
 

22
.6 

16
.5 

 ..
 

26
.5 

2.1
 

2.3
 

 
失
業

 
 

3.9
 

0.0
 

 ..
 

27
.1 

0.0
 

26
.2
 

20
.8 

0.0
 

1.6
 

14
.2 

0.0
 

0.0
 

29
.1 

16
.3 

21
.9 

32
.5 

1.0
 

6.6
 

 
家
族
給
付
（現

金
） 

4 
0.4

 
0.0

 
 ..

 
0.0

 
0.0

 
9.4

 
0.0

 
 ..

 
0.0

 
0.0

 
0.0

 
0.0

 
0.0

 
9.9

 
0.6

 
0.0

 
0.0

 
0.0

 

 
疾
病
給
付

 
5 

15
.0 

24
.1 

 ..
 

27
.1 

0.0
 

30
.8
 

29
.8 

28
.2
 

15
.4 

22
.7 

0.0
 

4.8
 

32
.5 

10
.4 

26
.3 

33
.2 

17
.7 

22
.2 

 
私
的
年
金
給
付

 
 

4.3
 

15
.4 

 ..
 

29
.8 

 ..
 

36
.8
 

22
.3 

17
.1
 

10
.1 

16
.0 

2.9
 

1.8
 

25
.4 

 ..
 

 ..
 

29
.7 

11
.4 

9.2
 

 

1
割
合
は
、
直
接
税
と
特
定
の
支
出
カ
テ
ゴ
リ
ー
に
分
類
さ
れ
た
現
金
給
付
と
し
て
支
給
さ
れ
る
社
会
保
障
拠
出
を
反
映
し
て
い
る
。
こ
れ
ら
の
租
税
／
支
出
割
合
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
給
付
に
関
す
る

項
目
別
平
均
税
率
と
は
等
し
く
な
い
。
例
え
ば
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
で
は
家
族
手
当
は
非
課
税
で
あ
る
が
、
租
税
の
一
部
は
「単

身
親
給
付
」（
現
金
で
の
家
族
給
付
に
含
ま
れ
る
）に

配
分
さ
れ
る
。

2
「.

.」
は
、
推
計
結
果
が
得
ら
れ
な
か
っ
た
も
の
で
あ
る
。
関
連
す
る
項
目
の
粗
支
出
の
情
報
が
得
ら
れ
な
か
っ
た
り
、
租
税
と
社
会
保
障
拠
出
で
は
現
在
の
関
連
す
る
推
計
に

十
分
な
ほ
ど
詳
細
で
は
な
い
た
め
で
あ
る
。

3
こ
こ
で
の
公
的
年
金
は
、
老
齢
年
金
、
遺
族
年
金
、
障
害
年
金
、
労
働
災
害
、
疾
病
を
含
ん
で
い
る
。

4
ド
イ
ツ
で
は
、
公
的
に
提
供
さ
れ
る
児
童
給
付
は
、
公
務
員
の
賃
金
へ
の
補
足
的
家
族
給
付
を
除
い
て
は
、
一
般
に
課
税
さ
れ
な
い
。

5
公
的
疾
病
給
付
と
民
間
疾
病
給
付
の
両
方
を
含
む
。

出
所
デ
ー
タ
は
、
後
述
の
国
を
除
い
て
は
国
の
当
局
（租

税
収
入
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
は
大
蔵
省
ま
た
は
総
務
省
）に

よ
る
。
オ
ー
ス
ト
リ
ア
の
デ
ー
タ
は
、
S
ta

tis
tik

 O
st

er
re

ic
h(

20
00
と

20
00

a)
。

イ
タ
リ
ア
は
、
IS

T
A
T
の
ミ
ク
ロ
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
モ
デ
ル

M
A
S
T
R
IC

T
に
基
づ
い
て
計
算
。
ア
メ
リ
カ
は
国
税
庁
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

ht
tp

:/
/w

w
w
.ir

s.
us

tr
ea

s.
go

v/
pr

od
/t

ax
_s

ta
ts

//
in

de
x.
ht

m
l。



 
 
DEELSA/ELSA/WD(2001)5 
 

 18

表表表表 3333 1997年の直接税と粗給付支出の割合 
 
3.2 間接税間接税間接税間接税 
 
31. 社会給付の受給者は、たいていの場合、それを財やサービスの購入、すなわち

住居費、食費や被服費などを賄うためにつかう。例えばドイツでは 1997 年にコーヒ
ーにかかった税額は 130億ドルにのぼった（OECD, 2000a）が、その一部は社会的給
付の受給者によって支払われている。このように、消費税は、所与の給付水準によっ

て賄うことが可能な消費の実質価値を削減し、また、国庫に還流する、もうひとつの

資金の流れを形成している。たとえばネットで 100単位の所得を受給者に給付するた
めには、10％の VAT（付加価値税）を取っている A国ではグロスで 110単位の給付
をしなければならないことになる。また、付加価値税率が 20％の B 国ではグロスで
120 単位必要となるのである。あきらかに、2 国間の比較では間接税によって国庫へ
の還流金は B国のほうが A国よりはるかに大きくなる。 

32. 家計支出パターンについてのデータを用いて、所得階層毎に異なる支出パター

ンがあることを考慮したほうが望ましかったかもしれない。家計支出調査の詳細な情

報は、理論的には受給者集団ごとの陰伏的（ｲﾝﾌﾟﾘｼｯﾄな）間接税率(implicit indirect tax 
rates)の算出を容易にする。しかし、この種の家計支出データはすべての国において
現在利用可能というわけではない。そのうえ、家計支出調査から示される税収は、実

際の税収よりもかなり低い（Adema他, 1996）。 

33. したがって、ここでは、すべての国について入手可能な、合計値にかかる陰伏

的（ｲﾝﾌﾟﾘｼｯﾄな）な平均間接税率をつかう（OECD, 2000a, 2000e）。近似ではあるが、
この単純な方法は、明快で分かりやすい17。表４には、間接税について適当な 3種類
の尺度を示している。まず、3行目が、一般消費税と特定の財に対する物品税による
間接税の額を表している。このように限定された尺度でも、家計部門が負担しないい

くつかの間接税、たとえば商業車のガソリン税のようなものがはいってしまう。4行
目は、これらの税金以外に、政府専売からの利益、関税、サービスに対する課税、そ

の他の重要でない税を含んでいる。5行目は、財の使用への付加的な課税、たとえば
自動車免許や酒類販売免許を、加えている。これらの間接税課税にかんする尺度のど

れを使用するかについてそれぞれ論拠がありうるが、表 4の 4行目と 5行目に示され
ている間接税の概念は、3行目に示されているものと比較して、家計部門によって支

                                                   
17 選択されたこの方法は、受給者が給付をすべて貯蓄することなく消費にまわすという暗
黙の前提をおいているということでも、批判されるかもしれない。しかしながら、給付所
得についての限界消費性向は、十中八九、1に近い。ゆえに、もたらされる誤差は、それほ
ど大きいものと予想するべきではない。 
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払われていない、より多くの間接税の費目を含んでいる。それゆえ、表 4の 3行目に
おける間接税の尺度は、誤差の幅が最も小さそうである。そこで、この尺度が、給付

所得からの消費支出にかかる間接税の推計に用いるのが最適と考えられる。 

34. 表 4の 1行目に国民経済計算における民間消費をあげた。しかしながら『OECD
歳入統計』は政府自身が政府から徴収した税収を含んでいる。例えば政府の一部門が

なんらかの財やサービスを購入したとすると、そこには間接税が掛かってくる可能性

がある（その間接税は、政府部門内における税フローを形成する）。これを表すため

に、政府消費は民間消費に加え、そこから公務員への給与部分に相当する政府消費を

差し引く（表４の 2行目）。このような方法で、整合性のとれた間接税の課税標準の
近似が得られる。 

表表表表 4444 平均間接税率、1997年 
 
35. そこで、陰伏的（ｲﾝﾌﾟﾘｼｯﾄな）な平均間接税率は、一般消費税と広義の課税標

準に対する（すなわち民間消費と政府消費から公務員への給与を差し引いたもの）物

品税からの歳入の率－表４の 6 行目－となる。1997 年において、陰伏的（ｲﾝﾌﾟﾘｼｯﾄ
な）平均間接税率が最も低い国は、オーストラリア（7.5％）、日本（6.2％）そして
アメリカ（5.3％）となっている。欧州諸国で間接税率は最も高く、なかでもデンマ
ークとノルウェーは 25%を超えている。このことは、政府から家計への純移転は粗支
出の値が示すよりも小さいことを示唆している。 

36. 政策立案者は、間接税の課税と低所得者や給付所得の受給者の置かれている状

況との間にある関係についてすでに認識している18。1993年にイギリスで行われた付
加価値税の課税標準の国内産ガソリンへの拡張は、実際の給付の価値が減らないよう

補償するための（とくに高齢者を対象とした）給付改訂と同時に行われたことが例と

してあげられよう。同様の例として、オーストラリアでは、最近の税制改革で 2000

                                                   
18 直接税と間接税をおなじような使い方をすることの反論として、直接税と違って、間接
税は課税を避けることができる。すなわち、間接税が低い財や間接税が非課税である財を
購入したり、何も購入しないことで、間接税の課税を回避できるのである。しかしながら、
何も購入しないという選択は非現実的であるし、間接税の課税額の大きさによって消費構
成を変えるという論拠にも欠陥がある。多くの OECD諸国が高率の間接税をかけているタ
バコや酒類に対する消費は避けられないものではない。しかし、給付所得からそれらの財
を継続的に購入しているということは、そのような消費を価値あるものとして受給者が判
断していることを示している。給付を受給している人々は、自らの選好にしたがって、給
付所得の消費により効用を最大化するために、間接税を支払わなければならない。給付の
受給者がもし他の財の組合せを選択すれば、間接税はより少ない負担ですむかもしれない
が、そうした財の組合せはより低い効用水準しかもたらさないので、こうした低い間接税
を支払うことのできる可能性は問題とはなりえない。 
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年 7 月に「財とサービスに対する税」が 10％の税率で導入されたが、食料品には課
税されなかった（食料品以外の基本的な財には課税された）。社会保障給付の受給者

のための（間接税や社会保障制度を通じた）保障パッケージは、改革の不可欠な部分

であった（DfaCs, 2000）。 

 
3.3 社会目的のための税制優遇措置社会目的のための税制優遇措置社会目的のための税制優遇措置社会目的のための税制優遇措置 
 
37.  OECD 諸国の多くの政府は、租税制度を通じて社会政策の目標を達成してい
る。そのような政策は、大きく二つの種類に分けられる。一つ目は、特定の所得源や

特定の世帯類型にたいして課税を軽減することである。たとえば、老齢年金は、課税

率ゼロあるいは軽減税率で課税されうるが、それらは「税にかんする歳入取り逃がし」

になり、「租税支出」を構成することになる。この種の租税負担の軽減は給付所得に

たいする直接税の課税の変化分に等しく、直接税についての節において既に計算され

ている。そこで、二重計上を避けるために、特定の税制優遇措置による推計値はここ

では考慮されない。たとえば、イギリスにおける「長期障害給付（Long-term incapacity 
benefit）」の受給者にたいする所得税の免税額は、給付所得にかかる直接税の額を算
定する際に考慮されているので、この節では再度扱わない。 

38. 社会的な影響をもつ二つ目の租税政策は、現金給付を代替する、あるいは私的

支出による給付を奨励するような効果をもつと考えられる（例えば民間育児施設の供

給にたいする税制上の優遇措置）ものである。これらは、社会目的のための税制優遇

措置と呼ばれるもので、次のように定義される： 

「税の減免、控除、猶予などの中で、a）移転給付と同じ政策機能を果たしていて（か

つ）社会支出として分類されるもの。あるいは、b）給付の私的供給を奨励することを

目的にしているもの」 

39. 現金給付の効果とよく似た税制優遇措置現金給付の効果とよく似た税制優遇措置現金給付の効果とよく似た税制優遇措置現金給付の効果とよく似た税制優遇措置は、かなり大きいものでありうる。た

とえば、ドイツでは 1997年に児童のいる世帯にたいする税の減免は、およそ 3250億
ドルになっている。扶養児童がいるということで社会的保護制度のなかでは受給権が

付与されるが、婚姻契約に対しては付与されない。すなわち、現金給付とよく似た社

会目的のための税制優遇措置（TBSPs）は、扶養児童の存在に対する税制優遇の価値
を含むが、婚姻カップルのための税制優遇措置は、ベルギー、フランス、ドイツ、日 
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本などにあるが、それらは「社会目的」に貢献しているとはみなさない。それゆえ、

（それらが基礎的な税体系の一部であるどうかに関係なく）推計には含まない19。 

40.  社会目的のための税制優遇措置（TBSPs）のデータは中央や連邦政府による税
制優遇を扱っている。しかし、例えばカナダ、日本、アメリカでは、地方政府レベル

でも税制優遇をおこなっている。各国についての網羅的な情報は（未だ）入手可能で

ない。しかし、カナダの地方政府レベルでの TBSPs の価値は GDP のおよそ 0.5％近
くになるものと考えられる20。 

41. アメリカにおける「稼動所得税額控除（EITC: Earned Income Tax Credit）」は
直接的な現金給付と社会目的のための税制優遇措置との連携を重視している。1997
年時点で、この制度による支出は 305 億ドルにのぼったが、そのうち 61億ドルが税
額控除の形態で、現金給付に類似した財政政策として給付されている（OECD, 2000a）。
一方で、残りの 244億ドルは、受給者の納税義務を上回る部分の税額控除に関係して
いる。後者が、政府からの直接移転であり、それ自体は（非課税の）直接社会支出と

みなされる（OECD, 2000）。 

42. 表 5は、ドイツが現金給付と類似した税制優遇措置のために、相対的に幅広く
租税制度を用いている（1997 年で GDP の 1.7％）ことを明らかにしている。このよ
うな社会目的のための税制優遇措置（TBSPs）は、オーストリア、ベルギー、カナダ、
韓国、そして日本で GDPの 0.5％近くにのぼる。 

43. 私的制度の採用を奨励することを目的とした、社会目的のための税制優遇措置

（TBSPs）は、大きく２グループに分類できる。 

                                                   
19 婚姻者に対する税制優遇措置は相当な額になりうる。例えば、1997年のドイツでは GDP
の 1.2％にのぼる。フランスの「家族控除（quotient familiale）」（児童にたいする給付も含
む）は 1994年には GDPの 1％にものぼる（OECD1996）。アメリカの婚姻者にたいする税
制措置は、賞与的になったり罰則的になったり、個別ケースごとに相違している。1999年
の夫婦合算申告への変更の影響は 48％のカップルには不利にはたらき、41％のカップルに
有利にはたらき、まったく影響をうけなかった（納税義務が生じるには所得額が低すぎた
ことが主な理由である）のが 11％といわれている。平均すると低所得者カップルが合算申
告によって、より大きな恩恵に浴している。すなわち、年間所得が 3万ドル以下のカップ
ルについては 42％の人々が合算申告からの恩恵をうけ、27％が不利になり、31％には影響
が無かった（Bull 他 1999）。 
20 カナダでは地方税は連邦税の約 50％であり、給付所得にかかる直接税および間接税の推
計値は、連邦税と地方税双方の影響を考慮している。地方税と連邦税の比率を用いた大ざ
っぱなやり方で、表 5では連邦政府のみを計上しているので 0.9％としているが、1997年
時点で社会目的のための税制優遇措置（TBSPs）の実際の価値は対 GDP比で 1.4％近くな
ると考えられる。 
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● 「現在の（「現在の（「現在の（「現在の（currentcurrentcurrentcurrent）」私的社会給付に対する税制優遇措置）」私的社会給付に対する税制優遇措置）」私的社会給付に対する税制優遇措置）」私的社会給付に対する税制優遇措置。これらの税制優遇措置

は、当該年における私的社会給付を奨励することを目的としている。任意の私的失

業給付、医療保険や NGOによる給付などがある21。現在の私的給付を奨励する税制

優遇措置は、アメリカにおいて最も広く行き渡っている。1997年において、雇用に
基づく医療保険および医療費に対する税制優遇措置の価値は、GDP の 0.8％以上に
およぶ。 

● 年金に対する税制優遇措置年金に対する税制優遇措置年金に対する税制優遇措置年金に対する税制優遇措置。社会目的のための税制優遇措置は、私的年金の採用を

奨励することを目的とする政策を含む。私的年金保険料（拠出金）にたいする所得

控除や、年金基金の資産収入への税制優遇措置などがあり、このような税制優遇措

置の額は相当大きいものでありうる。たとえば、カナダでは私的年金基金制度（登

録年金制度 RPPsや登録退職貯蓄制度 RRSPs）の資産収入に対する税負担の軽減措
置は、1997年に GDPの約 0.4％にのぼる。 

 
44. 私的年金の採用を奨励する、社会目的のための税制優遇措置（TBSPs）は、私
的年金への拠出金の所得控除や年金基金の資産収入に対する租税負担の軽減措置を含

む。契約貯蓄の形態にしたがってさまざまな段階で与えられる税控除の計算のその複雑

さゆえ、年金にたいする税控除の価値にかんする比較可能なデータは全く存在しない

（Adema他, 1996）。そこで、年金にたいする税控除の推計に関しては、次節以降の推
計概要には含めず、覚書として示す。とはいえ、（総合的な所得課税標準により）そう

した推計が入手可能な国において、年金への社会目的のための税制優遇措置（TBSPs）
の価値はかなり大きい。私的年金に対する税制優遇措置の価値は、GDP 比で 1％から
2.4％の幅にあると推計されている。比率の小さい方から、アメリカ、オランダ、オー
ストラリア、アイルランド、カナダ、イギリスとなる。2節で述べられたように、これ
らの国は私的年金給付が最も重要である国でもある22。 

45. 税制優遇措置がどれほど私的制度の浸透を促すのに役立っているのか、あるい

は税制優遇措置がその効率性に議論の余地がある高価な私的制度に資金供給する役割

をどれほど果たしているのか、について明確にすることは難しい。税の優遇措置は確実

に個人の行動を変化させ、そして特定制度を採用するように影響を与えるための手段を

政府に与えるが、国民全体で追加的な貯蓄を誘発することはなさそうである。たとえば、

1980 年代の終わりにアメリカでは個人退職勘定が導入された。この制度に対する税制
優遇措置は、確実にその制度に対する人気を高めたが、1990年において、全制度への

                                                   
21 例えば 1997年のアメリカにおける NGOへの寄付に対する免税額はおよそ 200億ドル
になる。 
22 ここには他の貯蓄への税制優遇措置、たとえば生命保険に対する制度などは社会的とい
う範疇にあるとはみなされないので、ここに含まれていない（附録１を参照のこと）。 
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82％の拠出は、他の職域制度からの「鞍替え拠出(rollover contributions)」であったこと
に示されるように、新たな貯蓄の増加はほとんど無かった（Adema and Einerhand, 1998）。 

表表表表 5 社会目的の税優遇措置（TBSPs） 1997年（対 GDP比） 

 
 
4. 国際比較国際比較国際比較国際比較 
 
4.1 分析枠組み：概略分析枠組み：概略分析枠組み：概略分析枠組み：概略 
 
46. 支出指標の国際比較を容易にするために、グロスでみた給付そしてこれまでに

議論された税に関する情報が、純社会支出指標を導出するための一つの枠組みの中に統

合される。表 6は、この枠組みの概略を示している（以下、括弧内の数値やアルファベ
ットは、表 5の適当な行を示す）。 

47. まず、粗公的社会支出（1）から、財務省によって国庫に還流する公的給付に
かかる直接税、および公的給付をもとに消費された財にかかる間接税の推計値を差し引

き、純直接公的社会支出（2）が得られる。次に、社会目的のための税制優遇措置（年
金に関するものを除く）で現金給付に類似しているもの（T1）は消費のために使われる
ので、これらの項目についての間接税の推計値が差し引かれ、現金給付に類似したネッ

トでみた社会目的のための税制優遇措置（TBSPs）が得られる（4）。当該年の私的給
付にたいしての TBSPsの値（T2）が加算され、現在の純公的社会支出（6）が得られる。
政府の観点からすれば、純公的社会支出の方が、社会分野における財政的な努力および

給付の受給者に再配分されたネットでみた社会的成果の割合について、よりはっきりし

ている。 

48. 政府による管理の下で提供される社会的援助を計測するには、義務化されてい

る私的制度も含められるべきで、またそれらの給付もまた直接税と間接税の対象となっ

ていることが考慮されなければならない。政府が管理している純社会支出は、ネットで

みた公的に義務化されている社会支出（9）という名称でとらえられている。最後に、
グロスでみた任意の私的給付も直接税と間接税について補正され、ネットでみた直接的

な任意の私的社会支出（11）となる。 

49. ネットでみた、これらの公的給付、義務化されている私的給付、任意の給付を

加算することで純総社会支出（13）の指標が得られる。この指標は、国内の経済生産に
おける、受給者の可処分社会給付の比率を定量化している。しかしながら前述のように、

現在の私的社会給付にたいする税制優遇措置（T3）は、私的社会給付に資金を提供して
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いることに等しい。それゆえに、この TBSPs は明らかに公的支出項目のひとつと考え
られるが、私的給付に資金を提供しているということから単純に純公的社会支出を純私

的社会支出に加えるのでは、家計が受ける給付を過大推計してしまうことになる。そこ

で、純総社会支出（13）は、現在の純公的社会支出（6）と直接的な純私的社会支出（12）
を足し合わせ、現在の私的社会給付に対する TBSPs（T2）を差し引いたものとなる23。 

純総社会支出は、一国の経済生産に占める、社会給付の受給者に所有権がある部分の割

合を識別する。 

50. 最後に、純社会支出は、経済規模の指標として最もよく使用される市場価格表

示の GDPよりはむしろ、要素価格表示の GDPと関連している。なぜかというと、給付
について間接税にかんする補正を行っているので、分母（GDP）も同じように調整され
なくてはならない。要素所得表示の GDP は、間接税と公的・私的企業にたいする政府
補助金を含まないので、これが最も国際比較に適した指標だと考えられる。 

表表表表 6 純（ネットの）総社会支出の計算：概要 

4.1.1 社会的分野における租税調整の規模 

 
51. 表７に示されているように、様々な調整の規模は、各国における特定の租税項

目の重要性を反映している。 
 
■ 直接税および社会保障拠出直接税および社会保障拠出直接税および社会保障拠出直接税および社会保障拠出。オーストラリア、チェコ、アイルランド、日本、イギ

リス、アメリカでは公的給付に対する課税はきわめて限定的におこなわれている。

オーストラリア、ベルギー、カナダ、ドイツ、ニュージーランドにおいても、公的

現金移転に対する課税や社会保障拠出徴収の総額は、要素価格表示のGDP比で2％
を超えない。イタリアとノルウェーは中間的な位置にあるが、デンマーク、フィン

ランド、オランダ、そしてスウェーデンでは公的給付にたいして非常に重い課税を

しており、それは要素価格表示の GDP 比で 5％におよぶ。障害に関する私的給付
に対する直接税は、ドイツ、オランダおよび北欧諸国と比較すると、オーストラリ

ア、アイルランド、イタリア、韓国、ニュージーランド、イギリスそしてアメリカ

では限定的である。データが入手可能な国々で比較すると、補足年金給付はカナダ、

デンマーク、オランダ、フィンランド、スウェーデンにおいて、重く課税されてい

                                                   
23 原則的には、私的給付を奨励する目的をもった税制優遇措置の価値は、その措置によっ
て生じた私的給付に課せられた直接税および間接税の分を差し引くべきである。しかし、
すでに本文に述べられているように、この TBSPsが私的給付を採用することについてどれ
ほど影響を実際に与えているのか判断することは可能ではないので、ここではその部分の
計算は試みられなかった。 
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る。 
■ 間接税間接税間接税間接税。消費税を通じて還流される給付所得の額は、間接税率がきわめて低いオー

ストラリア、カナダ、日本、韓国、アメリカなどの国より、欧州諸国の方がかなり

大きい。 
■ 社会目的のための税制優遇措置社会目的のための税制優遇措置社会目的のための税制優遇措置社会目的のための税制優遇措置（年金への措置を除く）。この形態での社会的給付

は、相対的に高い直接税率になっている国々、例えばデンマーク、フィンランド、

オランダ、ノルウェー、スウェーデンでは、一般的にあまり重要でない。オースト

ラリア、オーストリア、ベルギー、カナダ、アイルランド、日本、韓国、イギリス

は、中間的な位置にある。社会的目的のための税制優遇措置は、ドイツ（児童に関

するもの）とアメリカ（職域の医療保険に関するもの）において、より重要である。 
 
4.1.2 政府の社会的努力 

 
52. グロスでみた公的社会支出指標を見ると、公的社会的努力というのは西欧諸国

と北欧諸国の方が、他のどの地域よりも格段に大きいという印象を与える。これらの欧

州諸国の方が、公的社会的支出の要素価格表示の GDP比で約 15％ポイント、他の非欧
州 OECＤ諸国よりも高い水準になっている（表 7の 1行目）。 

53. しかしながら一般的に政府は、社会目的のための税制優遇措置によって給付す

る規模よりも大きい規模で、公的移転所得にたいする直接税および間接税の課税を通じ

て、多くの資金を国庫に還流させている。それゆえ、純公的社会支出は、通常、グロス

でみた支出指標が示すよりも低くなる。デンマーク、フィンランド、オランダ、スウェ

ーデンでは、この補正により、グロスでみた公的支出指標の値よりも純公的社会支出の

ほうが、要素価格表示 GDP比で平均 7から 9％低くなることが示されている24。データ

が入手可能な国々において、グロスでみた公的社会支出の要素価格表示の GDP 比は平
均で 24.5％だが、ネットでみた公的社会支出は平均で 20.6％となっている。グロスでみ
た公的社会支出とネットでみた公的社会支出の差が、要素価格表示の GDP 比で１％未
満と小さいのは、オーストラリアと日本である。一方、韓国とアメリカでは、グロスで

みた公的社会支出は、実際のところ公的社会的努力を過少評価している（表 7の 1行目
から 6行目）。 

表表表表 7 純社会支出の指標（１９９７年）対ＧＤＰ（要素価格表示） 

                                                   
24 この GDPデータは、SNA93の定義（OECD, 2000e）に基づいているが、アデマ(1999)
では、SNA68の枠組みに基づいた GDPデータを使っている。そのため、表 7は第 1版の
数値と直接的に比較することはできない。附録 2では、SNA93に基づいた GDP比でみた、
純社会支出の時系列情報を収めている。 
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54. 表 7 は、グロスでみた公的支出が低い国（オーストラリア、カナダ、チェコ、
アイルランド、日本、韓国、ニュージーランド、イギリス、アメリカ）では、給付への

課税も軽くなっていることも示している。しかし、必ずしも逆は真でない。すなわちド

イツはグロスでみて高い公的支出を行っている国だが、他のほとんどの欧州諸国とは異

なり、給付所得に対する課税は限定的である。その結果、ネットでみた政府の社会的努

力は、要素価格表示の GDP比で 27%と、スウェーデンに次いで二番目の高水準にある。 

55. 租税制度が社会給付に与える影響を考えれば、社会サービス（医療給付を含む）

は、現金給付と比較して重要性を増してくる。「現金支出にたいするサービス支出比率」

は、平均 64％（グロスでみた公的社会支出）から、ネットでみた公的社会支出が考慮
されると、82％に増大する。韓国だけでなくデンマーク、ノルウェー、スウェーデンで
も、財政施策が勘案されると、社会サービス（医療サービスを含む）が現金移転を上回

っている。 

4.1.3 家計からみた社会的努力 

 
56. 一国の社会的必要を満たすためにどれ位の資源が投入されているかについて

の全体像をとらえるためには、ネットでみた公的社会給付およびネットでみた私的社会

給付の両方が考慮されなければならない。すべての社会的給付、それにかかる平均税率

を考慮することは、一国内の経済生産のどの部分が社会的給付の受給者に所有されてい

るのか識別することを容易にする。すなわち、それが純総社会支出（表 7、13行目）で
ある。最も高い比率であるのは、スウェーデン（要素価格表示の GDP 比で 30.5％）で
あり、それに及ばないまでも近い比率であるのは、ベルギー、デンマーク、ドイツで、

要素価格表示の GDP比で約 28％となっている。純総支出が 16から 19％の幅にあるの
が、チェコ、アイルランド、日本、ニュージーランドである。一方、最も低いのが、韓

国（8.6％）であった。オーストリア、カナダ、フィンランド25、イタリア、オランダ、

ノルウェー、イギリス、アメリカにおける社会給付の受給者は、一国の経済生産の四分

の一を得ている。純社会支出水準についてのこの類似性は、以下の 2つの要因から生じ
ている。a) アメリカにおける給付についてとりわけ重要な、私的社会給付を含めたこ
と、および、b) 租税制度の影響である。情報が入手可能な 18カ国すべてを考慮すると、
グロスでみた公的社会支出では 1997 年の標準偏差値は 8.1 であったが、ネットでみた
総社会支出ではわずか 5.4であった。 

                                                   
25 フィンランドにおける個人の給付所得にかかる「教会税」の推計値を計算に含めるかど
うかは、どのようにそれを考えるかに依存する。「教会税」は国庫に入っていくわけではな
いので、純公的社会努力と判断するにしても、この項目を考慮する理由はどこにもない。
しかしながら、受給者からすれば、この項目は総可処分給付に影響を与えているので重要
である。そこで、純総社会支出を計算する際には、「教会税」は考慮される。 
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4.1.4 租税と社会支出の動向 

 
57. 社会移転について支払われる租税と社会保障拠出を考慮することは、国際比較

を容易にするばかりでなく、よりはっきりとした時系列での一国の社会的努力の輪郭を

与えうる（附録 2 参照）。例えば、1994 年にデンマークの租税制度は、給付所得への
直接税や間接税の課税により政府歳入を増やすような、大きな変革を経験した。1994
年以降、デンマークでは老齢現金給付と社会扶助は課税対象となったが、同時に、ネッ

トでの給付価値が変化しないようにグロスの給付は引き上げられた

（Erhavervsmiiniteriet他, 1996）。合計で、年金や社会扶助の給付にたいしてのグロスで
みた支出は約 28億ドル増加し、一方でこれらの給付からの直接税による歳入額は 24億
ドル増加した（課税最低限の平均は約 1％増大した）。これらの変更の結果、1993年か
ら 1995年にかけて、グロスでみた公的支出は要素価格表示の GDPで 0.7％増大した一
方、同じ期間に、ネットでみた公的支出は 0.4％減少した（附録 2）。これと似ていな
くもないが、オランダにおける税制改革は 1989年から 1990年にかけて GDP比で公的
社会支出を 1.4％増大させた。1990 年におけるグロスでみた公的支出は 5％である
（Tweedek Kamer der Staten-Generaal, 1990, p.5）。ネットでみた給付は、大部分影響を受
けていないものと考えられる26。 

58. ベルギーは 1982 年からの純給付データが入手可能である唯一の国である（附
録 2）。1982年以降、ベルギーには、大きく粗支出および純支出を相違させるような税
制改革はなかった。しかしデンマークやオランダの例は、税制度の影響にかんする補正

を行わないと、いかに公的および総社会支出の不正確な見識に導きうるかを示している。

そして、そのことは、純社会支出指標の発展および維持の重要性を強調している。 

 

5. 結語結語結語結語 
 
59. 社会的努力を総合的に分析するためには、公的現金移転、私的現金移転、そし

て社会サービスに加え、社会支出にかんする税制度についての詳細な情報を必要とする。

1997年について、今やこうした情報は 18カ国で入手可能である。現存の情報を改良す
る継続中の努力にもかかわらず、データ制約は存在しつづける。私的社会給付に関する

入手可能なデータは、公的支出に関する情報と比較すれば質が低い。雇用主が提供して

                                                   
26 オランダにおける 1990年の税制改革では、雇用主に課せられていた社会保障拠出料の一
部が、被雇用者に移された。それまで被雇用者は、追加的な被用者拠出を補う付加的拠出
を雇用主から支給されていた（オランダ語で Overhevelingstoeslagという）。粗社会給付が、
受給者の給付所得にかかる社会保障拠出の増大を補うために引き上げられた。 
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いる家族給付および非政府組織による給付に関するデータ制約が最も顕著である。さら

に、推計手法上の問題やデータ制約の問題は、年金に対する税制優遇措置の測定に影響

を及ぼしている。 

60. しかしながら、これらのデータ制約が、分析結果を無効なものとすることはな

さそうである。私的社会家族給付は、私的社会医療や年金に比較して小さい。そして、

社会目的のための税制優遇措置への公的コストは十分に大きいとはいえ、その規模は直

接的な給付より小さい。それゆえ、つぎのような結論が引き出せる。 

■ 私的社会給付や社会支出に与える税制度の影響を考慮すると、分析対象となった

18カ国間の社会的努力の水準差が縮小する効果がある。 
■ オーストラリア、日本、韓国、アメリカ以外、公的な社会的努力は、グロスでみた

支出データで示されるよりもかなり低い。それは、ほとんどの国が、とりわけ、デ

ンマーク、フィンランド、オランダ、スウェーデンが、社会給付およびその給付に

よる消費に対して重く課税しているからである。 
■ 租税制度と私的社会給付の役割の双方を考慮した結果、一国の経済生産の中で社会

給付の受給者に所有される割合が、オーストリア、カナダ、フィンランド、イタリ

ア、オランダ、ノルウェー、イギリス、アメリカで似通っていることが明らかにな

った。 
 
61.  一国の社会保護制度枠組みのなかで、租税制度を通じて、または私的給付の
役割を通じて、社会政策の目標をどのように達成しているかは、各国間で大きな違いが

ある。その相違は、その社会システムの再分配的性質を示唆している。私的社会制度は、

公的社会制度と比較して、かなり限定的な資源の再分配をもたらすかもしれないが、私

的年金や私的医療保険に対する税制優遇措置は、それよりさらに再分配をもたらしそう

にない。職域での私的社会給付のほとんどは、（元）就業者間の所得再配分である。こ

のことは、例えばアメリカにおいてそうであるが、財政的な優遇措置がある個人の退職

貯蓄制度や集団での退職貯蓄制度についても同様にいえる。これらほとんどの制度が、

最も恵まれない人々には利用できないものとなっている。したがって、オランダや北欧

のように高税率の国では所得再分配の影響は、アメリカのように私的社会支出がより重

要な役割を果たしている国より、かなり大きい。 

62. それにもかかわらず、グロスでみた直接公的社会支出のレベルの大きな違いは、

その政府が財政的に私的制度を刺激する強制力による社会政策的目的を遂行する際の

違いによる。私的社会給付や租税制度の影響を考慮しない社会支出の国際比較は間違っ

た結論を導きやすい。 
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附録附録附録附録 1 
私的社会給付の範囲私的社会給付の範囲私的社会給付の範囲私的社会給付の範囲 

 
私的社会給付の範囲の区分は、その術語の階層制に基づく。まず、なにが社会的でな

にが社会的でないのかは、その給付の目的および保護（protection）の提供における再
分配の広がりによって決められる。世帯への社会的援助は、厚生水準が低下した状況が

続く間の援助を提供するために、その個人や世帯への公的および私的制度からの給付、

およびその個人や家計を対象とした財政的拠出にかかわっている。『OECD社会支出デ
ータベース』は、このような社会目的を持つ給付を、以下の領域に分類している。すな

わち、老齢現金給付、障害現金給付、業務災害傷病給付、疾病給付、老齢者および障害

者への現物給付、遺族給付、家族現金給付、家族現物給付、積極的労働市場政策（ALMPs）、
失業給付、住宅給付、公的医療給付、その他のリスクを対象にした給付（たとえば、低

所得者向け現金給付）である。 
 
次に、公的機関と私的機関のどちらがその制度の財政管理をしているかによる、区分

がある。この意味で、「私的」は「社会的」という言葉の対ではなく、「公的」という言

葉の対になる。社会的給付の資金的な流れを政府（政府とは、社会基金を含む、中央政

府および地方政府）が管理している場合、「公的」とみなされる。政府が公務員に対し

て給付を行っている場合にも公的になる。一般政府によって提供されていない社会給付

はすべて私的分野に入る。 
 
私的社会給付の範疇は、社会目的を持つ公的給付よりは、明確ではない。というのは、

私的制度における個人間の再分配要素を識別することはしばしば困難だからである。す

なわち、私的社会給付を、社会的でない私的給付と区別することは、とりわけ困難であ

り得る。この附録は、私的社会給付を分類する際に生じる問題について詳述する。 
 
社会目的のためのもの社会目的のためのもの社会目的のためのもの社会目的のためのもの 
 
社会的であると私的制度がみなされるためには、その給付が（類似した給付を行って

いる公的制度と同様に）社会目的に寄与し、かつ個人間の再分配機能を含んでいなくて

はならない。社会目的とは、SOCX（上記）の分類のものと同一であるが、私的社会給
付のほとんどは、引退期所得や遺族給付を提供する年金制度27、障害に関する給付、医

                                                   
27 生命保険契約は、その給付が遺族に提供される場合、明らかな社会目的をもっている。
しかしながら、実際には、生命保険契約はたいてい貯蓄手段（生命保険契約は個人の担保
付融資契約と関連付けられていることもありうる）として販売されている。通常、生命保
険契約の支払いは死亡時ではなく契約満期時に行われる。「遺族に給付された額」だけを 
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療給付、そして家族給付に関係している。私的失業保険給付は存在する（たとえばアメ

リカ）が、一般的ではない。 
 
個人間の所得再分配個人間の所得再分配個人間の所得再分配個人間の所得再分配 
 
私的制度の個人間の再分配は、多くの場合、公的規制や財政的介入によってもたらさ

れている。義務化されている給付の場合、雇用主や個人は、自分達のリスク分布構造や

関連する市場価格とは無関係に、その保護（protection）提供を採用しなければならな
い。つまり、そのような給付を労使協約や個人単位で採用するよう奨励している公的な

財政的介入は、その給付を採用するかどうかが必ずしも個人のリスク分布構造や関連す

る市場価格によって完全に決められているわけではないことを意味している（同じこと

は労使の団体協定に由来するものやや協約に基づき雇用者によって採用された社会給

付についてもいえる28）。このような私的制度と、法的に規定された私的制度との間に

は、高い類似性がある。 
 
このように、私的保険制度に基づく、雇用主や家計に対する義務的で財政的な政府介

入はが、私的社会給付の範囲をほぼ決定している29。これらの給付とは別に、私的社会

援助は、非営利の非政府組織（NGOs）からも提供される。赤十字や救世軍のような組
織は、なんらかの理由で国の社会的保護制度からの十分な援助を受けていない人々－た

とえばホームレス、薬物中毒者など、多数の社会的問題を持つ人々－に対して、給付を

行っている（OECD , 1999a）。これらの非政府組織は、多くの場合、政府の補助金や税
制優遇措置と同様、（家計と企業の双方からの）寄付によっても援助されている。

                                                   
集計したデータは入手可能でなく、それゆえ、すべての生命保険からの給付支払いと、そ
れに関する租税支出は分析からは除外されている。 
28 雇用主によっては、被雇用者に対して、個人単位で、かつ任意に（企業内）福利厚生を
直接的に提供する場合がある。これは、労働者の定着や高い品質の労働力を得ることで、
企業の調整費用を削減することを目的に行われているものであろう。被雇用者グループ全
体に対するものでないこれらの給付は、社会的とはみなされない。例えば、ある雇用主が、
ある特定の被雇用者への年金給付に対して、他の被雇用者達が受け取っているものとは独
立に、拠出する。このような拠出は、社会的給付とは呼ばない。そうした拠出は、個人単
位で、かつ任意に行われているからである。 
29 義務化されていない、あるいは財政的に優遇されていない他の給付、その類似性から社
会的であるとみなされる場合がある。自営業者個人が、時にある職域の枠内で、社会的リ
スクのために自ら保険に加入することがある。同様に、被雇用者集団が、たとえば労働組
合の管理下で、保険をかけることがありえる。リスクをプールすることを通じて、この種
の「集団保険（group insurance）」は、個人の拠出が現行の市場価格で評価した個人のリ
スク分布構造のみによって完全には決定されないことを、確実にしていそうである。この
ことは、個人が共済組合を通じた個人保険にも当てはまる。それゆえ、このような制度に
よる社会目的をもった給付は、社会的範疇に入るとみなされる。 
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一般に個人（保険）制度は、個人のリスク分布構造に基づき、市場価格によって得ら

れるので、社会的範疇の外にある。しかし、財政的手段や法規制を通じた公的介入は、

近接した私的制度に個人間の再分配要素を導入する。それゆえ、そのような私的年金制

度、例えばアメリカにおける個人退職勘定は、社会的とみなされる。 
 
対照的に、個人的保険を選択することは、社会目的をもっているとはいえ、個人に関

するものであり、かつその保険料は個人の選考および個人の「リスク分布構造(risk 
profile)」に基づいている。このような、拠出と保証されている給付が市場価格と個人
のリスク分布構造で決まるような保険は、ここでは純粋に私的であるとみなされ、社会

的という範疇外としている。このような制度とは、例えば、財政的促進策や法規制がな

い、個人で加入する、私的年金や医療保険などである。 
 
このように、個人のリスク分布構造が保険加入や給付を完全に決定する場合には、社

会的な範疇には入らない。理論的には、この基準は、社会的であるか否かの明確な区別

を提供するはずである。しかし、実際にはこの区別は明確には行われない。その点を示

すために、ここでは政府が極端な率で個人年金に財政的な刺激策を与えているケースを

想定する。 
 
─ ある個人が、自分の勘定に初めに 1000単位の支払う。政府はこの支払に対して

200単位の財政控除を行う。 
─ ある個人によって支払われた次の 1000単位に対して、政府は 100単位の財政控
除を行う。 

─ 2000単位を超える拠出部分については、何ら財政的な奨励策はない。 
 
もし政府の財政的「補助金（または失われた歳入）」が社会目的に寄与することを意

図しているならば、それらは公的援助の範疇にはいるものとここでは見なされている30。

もし私的給付が個人のリスク分布構造によって現在の市場価格でその私的給付が完全

には決められていないのならば、その私的給付は社会的と見なされる。したがって、「（法

規制や財政的な奨励策のある）上限」までの拠出に対する年金給付は社会的と見なされ

よう。上限を超えた拠出に対する年金給付は、純粋に私的なものと見なされ、社会的な

ものではない。これらの給付は、法規制や財政的な優遇措置によって派生しているので

はなく、個人のリスク分布構造と市場価格によって完全に決められている。 

                                                   
30 一般的に貯蓄を奨励するような財政政策、あるいはある特定集団たとえば若年者の貯蓄
を奨励するような財政政策は、社会目的のための税制優遇措置とはみなされない。 



 
 
DEELSA/ELSA/WD(2001)5 
 

 40

したがって、たとえば個人貯蓄制度から派生した給付は、税制優遇措置がされた過去

の部分については、社会的である。給付に対する財政的な関与だけを社会的とみなすべ

きだという意見があるかもしれない。しかしながら、そうした財政政策は、税制優遇措

置がもはや適用されなくなる上限までについては、再分配を行っているので、そのよう

な拠出から派生した全給付は含められる。税制優遇措置は年金給付にあるが拠出にはな

いニュージーランドでは、税制優遇措置の対象となる年金給付のみが含められる。それ

ゆえ、理想的には、財政的に奨励された拠出に由来する私的給付のみを含みたかった。

しかしながら、現在入手可能なデータでは、財政的優遇を受けた個人年金の給付と受け

ていない給付を総合的に区別するのは容易ではなかった（現在において、財政的な優遇

措置のない部分は少ないかもしれないが、該当するような年金制度が成熟化するにつれ

より重要になる）。 
 
私的社会医療私的社会医療私的社会医療私的社会医療 
 
私的に提供される医療給付および患者負担部分をどのように扱うかは、間違いなくよ

り複雑である。原則的に、個人のリスク分布構造と現在の市場価格での個人選好によっ

てきまる給付はすべて社会的ではない。しかし、一見したところでは、個人のどの支出

がこの分類になるかは必ずしも明らかではない。私的医療保険によってだけで個人がカ

バーされているものと仮定し、ある個人は、1000単位かかる費用のうち 800単位が私
的医療保険者によって支払われ、残りの 200 単位が個人の負担となる医療を受けるも
のとする。もし私的医療保険には再分配要素が含まれないなら、その提供される医療サ

ービスは市場価格と個人のリスク分配構造を反映するので、この制度や患者の自己負担

から支払われている給付を社会的とみなす理由は何もない。 
 
しかしながら、個人が皆保険の公的医療制度および税制優遇措置のある補足的な職域

私的医療保険制度にカバーされている場合を考えよう。その個人は、1000 通貨単位か
かる医療費のうち 600単位が公的医療保険から支払われ、300単位分が私的医療保険で
支払われ、残り 100単位を自己負担として支払うような医療を受けるものと仮定する。
この場合、あきらかに公的社会給付は 600単位31であり、私的社会的給付（この私的医

療制度は税制優遇措置を受けているので「再分配的」である）は 300 単位である。し
かし残りの自己負担はどう考えればよいのだろうか。この問いかけは 2つの要素をもっ
ている。すなわちひとつは、その個人が医療的必要（社会的リスク）ゆえにこの医療を

受けたのか？総費用 1000単位は完全に市場価格によって決定されているのか？もし政
府の補助金または規制がその医療価格（1000通貨単位）と受診率に影響するなら、個
                                                   
31 私的医療制度への租税支出の価値まで含めると、公的な支出総額はこれ以上になる（し
かし、この種の租税支出額を特定の医療項目に按分するのは困難である）。 
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人の自己負担（100通貨単位）もまた補助金を受けており、かつ社会的リスクを解決す
るように使われているので、社会的範疇にこの自己負担を入れる強い論拠がある。事実、

額としては小さくても、政府は医療サービス需要を削減するために、自己負担を導入す

ることがしばしばある。このことは、政府の補助金や規制の医療サービス需要に与える

影響は、個人年金への補助金や規制による影響と似ていなくもないことを示唆している。

しかし、医療行為の領域によってこの影響は多様であると考えられる。例えば、美容整

形外科手術の需要は、出生時の医療サービス需要と比較すれば、価格の影響をより受け

やすく、また医療的必要（社会的リスク）の影響受けにくいと考えられる。 
 
私的社会医療の支出指標は、再分配の要素をもつ私的医療制度（この種の医療保険制

度は、たいていの場合職域で提供され、税制優遇措置を受けている）に由来する給付に

ついての推計値である。推計値は『OECD医療統計 2000』に基づいている。個人の支
出に関する入手可能なデータは、病院窓口での個人の自己負担部分とそれ以外の自己負

担された医療支出との間の区別がつかない。しかし、『OECD医療統計』は将来この区
別をおこなうように改良されている。個人の支出に関するデータを含まないということ

は、どのような種類の個人負担（病院窓口での自己負担部分を含む）も再分配を受けて

いないということが暗黙に仮定されている。これは現実に即していない強い仮定である

が、すべての自己負担を含むという他の方法よりは現実的だと判断される。以上のよう

に、私的社会医療給付の推計は、医療制度の「真」の社会的広がりをいくぶん過少評価

しているかもしれない。 
 
給付制度の個別要素の識別給付制度の個別要素の識別給付制度の個別要素の識別給付制度の個別要素の識別 
 
実際のところ、義務化されている私的給付、任意の私的給付および社会的範疇に入ら

ない他の私的給付の間に、曖昧でない分類を行うことは必ずしも容易ではない。このこ

とは、疾病給付のように雇用主から被雇用者へ直接支払われるのではなく、義務化され

ているその他の拠出から派生する給付である場合について特に言える。この場合、t年
における給付の支払い B（t）は、前年の拠出 C（t－n）と、その投資所得に対する収
益率 I（ｔ－n）に関係している；。 
 
 B(t) = F [ Σ ( C(t-n), I(t-n) ) ] 
 
数年にわたり特定制度に対して支払われた拠出総額（C）は、様々な種類の拠出、義
務化されている拠出（Cm）や労働協約による拠出（Cｃ）や財政的に優遇された個人
の拠出（Cf）、そして財政的に優遇されていない個人の私的拠出（Ci）の総和である。
したがって、任意の年における総和は以下の通りである。
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 C = Cm + Cc + Cf + Ci 
 
このように、ｘ年における給付支払いは前年までに行われた 4種類の拠出と関連し、

各拠出の相対的重要性は年によって変動しうる。 
 
しばしば給付の支払いに関するデータは、合計支払い額（Bx）でしか記録していな
いし、異なる種類の拠出（Cm, Cc, Cf, Ci）に由来する給付を別々に識別することは容
易ではない。例えばオーストラリアの老齢年金（Superannuation）制度、あるいはイ
ギリスの私的年金制度によって支払われる給付についてのデータは、義務化されている

拠出に由来する給付部分を別個に識別していない。オーストラリアにおいて、義務化さ

れている拠出から派生する給付についての推計は入手可能ではなく、すべての老齢年金

給付は任意の私的社会給付の項目に分類されている。これは、義務化されている拠出か

ら派生している老齢給付の額がいまのところは相対的に小さいからなのだが、こうした

給付は老齢年金制度が成熟化するにともない増大するものと予想される。
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ベルギーにおける社会支出の動向  
 
ベルギーは 1982年からの純給付データがある唯一の国である。図 A2.1が示すように、
粗公的社会支出や純公的社会支出に大きな違いを生み出すような税制改革はベルギー

では 1982年以来存在していない。 
 

図図図図 A2.1 ベルギーにおける公的支出、1982－1997年 
対ＧＤＰ比率（要素価格表示） 
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附録附録附録附録 2 
租税と社会的支出の動向租税と社会的支出の動向租税と社会的支出の動向租税と社会的支出の動向 
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